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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第57期
第２四半期
累計期間

第58期
第２四半期
累計期間

第57期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 （千円） 4,878,782 5,291,358 14,304,129

経常利益又は経常損失（△） （千円） △27,230 △183,365 760,633

四半期（当期）純利益又は　　　　　　　

四半期純損失（△）
（千円） 223,116 △190,843 839,957

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 1,100,005 1,100,005 1,100,005

発行済株式総数 （株） 6,032,000 6,032,000 6,032,000

純資産額 （千円） 7,304,709 8,503,853 7,838,272

総資産額 （千円） 12,157,859 12,837,090 14,113,128

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
（円） 37.03 △31.67 139.39

潜在株式調整後　　　　　　　　　　　　

１株当たり四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 5.00

自己資本比率 （％） 60.1 66.2 55.5

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 1,382,661 574,754 1,185,237

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △105,228 △132,378 58,189

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △30,568 △30,968 △31,205

現金及び現金同等物の　　　　　　　　　

四半期末（期末）残高
（千円） 3,453,358 3,830,123 3,418,716
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回次
第57期
第２四半期
会計期間

第58期
第２四半期
会計期間

会計期間
自　平成25年７月１日
至　平成25年９月30日

自　平成26年７月１日
至　平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 1.56 69.58

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第57期第２四半期累計期間及び第57期においては、持分法を適用する関連会社がないため、持分法を適用し

た場合の投資利益は記載しておりません。

３．第58期第２四半期累計期間においては、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であ

るため、持分法を適用した場合の投資利益は記載を省略しております。

４．第57期第２四半期累計期間及び第57期においては、潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額は記載しておりません。

５．第58期第２四半期累計期間においては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないた

め、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、アベノミクス効果による円安、株高などを背景に緩やかな回復基

調が続きました。また、復興需要、政府の経済対策などを背景に、公共投資は堅調に推移しました。一方、海外景

気の下振れ懸念などにより依然としてわが国経済の先行きは不透明な状況が続いております。

　当社の主要事業であり、官需を主とする情報装置事業につきましては、同業他社に加え近年新規参入した企業と

の価格競争が依然として続いております。しかしながら、幅広い顧客に向け受注活動を行ったことにより、受注と

売上は堅調に推移しました。

　一方、民需を主とする検査装置事業につきましては、企業の設備投資に弱い動きがみられており、受注獲得のた

め、他社製品との差別化競争は激しさを増しております。そのため、より優れた製品で顧客ニーズに対応すべく、

高機能はんだ付け外観検査装置や高精細Ｘ線検査装置を中心に新製品の開発を進めてまいりました。

　これらの結果、当第２四半期累計期間におきましては、売上高52億91百万円（前年同期比8.5％増）、営業損失1

億94百万円（前年同期は43百万円の損失）、経常損失1億83百万円（前年同期は27百万円の損失）となりました。

四半期純損失は、前年同期のような特別利益（子会社合併による抱合せ株式消滅差益）の計上がなかったことから

1億90百万円（前年同期は2億23百万円の利益）となりました。

　また、当第２四半期会計期間の末日現在の受注残高は94億35百万円となりました。

　なお、当社の主要事業である情報装置事業の大半は、官公庁向けの道路交通に関わる情報装置関連製品であり、

例年、売上高は第４四半期、特に期末に集中する傾向がありますので、第２四半期累計期間の利益は、相対的に低

水準となっております。

 

　セグメントの概況につきましては、次のとおりです。

 

①　情報装置事業

　高速道路会社向け案件を中心に大型案件だけではなく小型案件の獲得に注力したことや、震災からの復興需要

などがあり受注と売上については、着実に積み上げることができました。また、自社開発した超薄型散光式警光

灯の販売も開始しました。しかしながら、固定費の増加などにより、前年同期に比べ収益性は悪化しました。

　この結果、売上高46億65百万円（前年同期比14.8％増）、営業利益1億88百万円（前年同期比16.2％減）とな

りました。

 

②　検査装置事業

　既存のはんだ付け外観検査装置やＸ線検査装置を中心に新規及び更新需要に対する販売活動を積極的に行いま

した。一方、他社との競争に打ち勝つため、顧客ニーズにあった製品開発、改良を進めてまいりましたが、新製

品をタイムリーに投入することができず売上は低調に推移しました。また、重点的に製品開発に投資したため収

益性は悪化しました。

　この結果、売上高6億25百万円（前年同期比23.1％減）、営業損失81百万円（前年同期は10百万円の利益）と

なりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ、4億11

百万円増加（前年同期は13億85百万円の増加）し、38億30百万円となりました。これは、投資活動及び財務活動に

よるキャッシュ・フローが支出となったものの、営業活動によるキャッシュ・フローが収入となったことによるも

のであります。

　当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により得られた資金は、5億74百万円(前年同期比58.4％減）となりました。これは主に、仕入債務の

減少13億3百万円、たな卸資産の増加3億43百万円の減少要因はあるものの、売上債権の減少29億2百万円の増加要

因によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により支出した資金は、1億32百万円（前年同期比25.8％増）となりました。これは主に、有形固定資

産の取得による支出96百万円、関係会社株式の取得による支出22百万円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により支出した資金は、30百万円（前年同期比1.3％増）となりました。これは主に、配当金の支払額

30百万円によるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第２四半期累計期間における全体の研究開発活動の金額は、1億95百万円であります。

　なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 14,000,000

計 14,000,000
 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成26年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,032,000 6,032,000
名古屋証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

計 6,032,000 6,032,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

自　平成26年７月１日

至　平成26年９月30日
－ 6,032,000 － 1,100,005 － 1,020,375
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（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

名古屋電機工業社員持株会 愛知県あま市篠田面徳29－１ 627,000 10.39

服部正裕 名古屋市千種区 564,400 9.36

有限会社名電興産 名古屋市千種区丘上町１－38－１ 540,000 8.95

服部哲二 名古屋市西区 486,000 8.06

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 286,000 4.74

福谷桂子 名古屋市千種区 264,000 4.38

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１－８－１１ 144,000 2.39

中部証券金融株式会社 名古屋市中区栄３－８－２０ 141,000 2.34

佐藤宏樹 千葉県松戸市 85,000 1.41

福谷曜 名古屋市千種区 73,000 1.21

計 － 3,210,400 53.22

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　 6,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 6,022,000 6,022 －

単元未満株式 普通株式　　　 4,000 － －

発行済株式総数           6,032,000 － －

総株主の議決権 － 6,022 －

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

名古屋電機工業株式会社 名古屋市中川区横堀町１－36 6,000 － 6,000 0.09

計 － 6,000 － 6,000 0.09
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２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1)退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

常務取締役 ITS情報装置カンパニー副社長 山　路　明　信 平成26年９月30日

 

(2)役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役

社長

FA検査装置

カンパニー担当

代表取締役

社長
－ 干　場　敏　明 平成26年８月１日

代表取締役

専務

ITS情報装置カンパニー社長

兼ITS情報装置カンパニー

事業推進室長

代表取締役

専務

ITS情報装置カンパニー社長

兼ITS情報装置カンパニー

事業推進室長

兼FA検査装置カンパニー

担当

服　部　高　明 平成26年８月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成26年７月１日から平成26

年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期財務諸表

について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,418,716 3,830,123

受取手形及び売掛金 5,769,905 3,519,411

仕掛品 569,565 648,332

原材料及び貯蔵品 566,183 830,942

その他 158,316 267,277

貸倒引当金 △442 △149

流動資産合計 10,482,244 9,095,939

固定資産   

有形固定資産   

土地 1,882,330 1,882,330

その他（純額） 634,777 693,074

有形固定資産合計 2,517,107 2,575,404

無形固定資産 161,966 132,833

投資その他の資産   

投資有価証券 913,289 990,616

その他 38,520 42,296

投資その他の資産合計 951,809 1,032,913

固定資産合計 3,630,884 3,741,151

資産合計 14,113,128 12,837,090

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,387,010 2,461,000

未払法人税等 86,400 13,300

前受金 319,385 971,345

賞与引当金 323,181 71,126

役員賞与引当金 17,200 3,495

製品保証引当金 85,878 82,191

工事損失引当金 96,548 113,191

その他 1,023,750 488,853

流動負債合計 5,339,354 4,204,503

固定負債   

退職給付引当金 870,357 6,062

役員退職慰労引当金 49,610 50,780

その他 15,533 71,891

固定負債合計 935,500 128,733

負債合計 6,274,855 4,333,236

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,100,005 1,100,005

資本剰余金 1,020,375 1,020,375

利益剰余金 5,533,106 6,144,250

自己株式 △3,484 △3,484

株主資本合計 7,650,001 8,261,145

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 188,271 242,707

評価・換算差額等合計 188,271 242,707

純資産合計 7,838,272 8,503,853

負債純資産合計 14,113,128 12,837,090
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  (単位：千円)

 
前第２四半期累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高 ※１ 4,878,782 ※１ 5,291,358

売上原価 4,104,368 4,598,013

売上総利益 774,413 693,344

販売費及び一般管理費 ※２ 817,631 ※２ 888,307

営業損失（△） △43,218 △194,962

営業外収益   

受取配当金 10,241 9,040

廃材処分収入 7,167 3,863

その他 7,879 7,007

営業外収益合計 25,288 19,911

営業外費用   

支払保証料 6,738 7,916

事故関連費用 2,094 －

その他 468 397

営業外費用合計 9,301 8,314

経常損失（△） △27,230 △183,365

特別利益   

抱合せ株式消滅差益 279,752 －

投資有価証券売却益 － 5,714

その他 1,532 －

特別利益合計 281,284 5,714

特別損失   

固定資産除却損 884 1,153

特別損失合計 884 1,153

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 253,169 △178,803

法人税、住民税及び事業税 7,012 7,438

法人税等調整額 23,040 4,601

法人税等合計 30,053 12,039

四半期純利益又は四半期純損失（△） 223,116 △190,843
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 253,169 △178,803

減価償却費 120,643 101,687

貸倒引当金の増減額（△は減少） △170 △293

賞与引当金の増減額（△は減少） △64,673 △252,054

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △13,705

製品保証引当金の増減額（△は減少） △2,957 △3,687

工事損失引当金の増減額（△は減少） 120,922 16,642

退職給付引当金の増減額（△は減少） △32,162 △32,176

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △350 1,170

受取利息及び受取配当金 △10,523 △9,290

抱合せ株式消滅差損益（△は益） △279,752 －

投資有価証券売却損益（△は益） △1,532 △5,714

固定資産除却損 884 1,153

売上債権の増減額（△は増加） 3,353,423 2,902,453

たな卸資産の増減額（△は増加） △361,886 △343,526

仕入債務の増減額（△は減少） △1,515,922 △1,303,814

未払消費税等の増減額（△は減少） 4,895 △127,086

その他 △194,437 △114,500

小計 1,389,570 638,451

利息及び配当金の受取額 10,523 9,290

法人税等の支払額 △21,822 △72,987

法人税等の還付額 4,389 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,382,661 574,754

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △110,431 △96,884

無形固定資産の取得による支出 △12,572 △12,987

投資有価証券の売却による収入 18,532 －

関係会社株式の取得による支出 － △22,000

その他 △756 △507

投資活動によるキャッシュ・フロー △105,228 △132,378

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △94 －

配当金の支払額 △30,094 △30,114

その他 △379 △854

財務活動によるキャッシュ・フロー △30,568 △30,968

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,246,864 411,407

現金及び現金同等物の期首残高 2,067,728 3,418,716

連結子会社の合併による現金及び現金同等物の増加額 138,765 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,453,358 ※ 3,830,123
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げた定め

について第１四半期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間

帰属方法を、期間定額基準から給付算定式基準へ変更しております。また、割引率の決定方法を、従業員の平均残

存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単

一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四半

期累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減してお

ります。

　この結果、当第２四半期累計期間の期首の退職給付引当金が832,118千円減少し、利益剰余金が832,118千円増加

しております。なお、当第２四半期累計期間の営業損失（△）、経常損失（△）及び税引前四半期純損失（△）に

与える影響は軽微であります。

 

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）及び

当第２四半期累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

※１　当社の売上高は、通常の営業形態として、第４四半期に売上げる物件の割合が多いため、第４四半期会計期間

の売上高と他の四半期会計期間の売上高との間に著しい相違があり、各四半期会計期間の業績に季節的変動があ

ります。

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成25年４月１日
　　至　平成25年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
　　至　平成26年９月30日）

給与及び賞与 353,601千円 377,000千円

賞与引当金繰入額 21,236 25,232

役員賞与引当金繰入額 － 3,495

製品保証引当金繰入額 30,469 51,470

退職給付費用 13,295 16,696

役員退職慰労引当金繰入額 7,150 6,750

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額は下記のとおりでありま

す。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 3,453,358千円 3,830,123千円

現金及び現金同等物 3,453,358 3,830,123
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 30,131 5 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 30,129 5 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

 

（持分法損益等）

　当社が有している関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を

省略しております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期
損益計算書
計上額
（注）２

 情報装置事業 検査装置事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 4,065,590 813,191 4,878,782 － 4,878,782

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － －

計 4,065,590 813,191 4,878,782 － 4,878,782

セグメント利益又は損失（△） 225,055 10,401 235,457 △278,675 △43,218

（注）１.　セグメント利益又は損失（△）の調整額△278,675千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△

278,675千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門及び研究開発部門に係る費

用であります。

２.　セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。
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Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期
損益計算書
計上額
（注）２

 情報装置事業 検査装置事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 4,665,650 625,708 5,291,358 － 5,291,358

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － －

計 4,665,650 625,708 5,291,358 － 5,291,358

セグメント利益又は損失（△） 188,587 △81,218 107,369 △302,331 △194,962

（注）１.　セグメント利益又は損失（△）の調整額△302,331千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△

302,331千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門及び研究開発部門に係る費

用であります。

２.　セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。

 

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
37円03銭 △31円67銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は

四半期純損失金額（△）（千円）
223,116 △190,843

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は

四半期純損失金額（△）（千円）
223,116 △190,843

普通株式の期中平均株式数（株） 6,025,942 6,025,910

（注）　前第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。また、当第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株

当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成26年11月７日
 

名古屋電機工業株式会社
 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大　　中　　康　　宏　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 城　　　　　卓　　男　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている名古屋電機工

業株式会社の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの第58期事業年度の第２四半期会計期間（平成２６年７

月１日から平成２６年９月３０日まで）及び第２四半期累計期間（平成２６年４月１日から平成２６年９月３０日まで）

に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、名古屋電機工業株式会社の平成２６年９月３０日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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